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【有効回答5,940社】

2023年8月「経営環境に関するアンケート」調査

（第29回「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査）

https://www.tsr-net.co.jp

おかげさまで131年

◇調査結果のポイント◇

・コロナ禍の企業活動への影響、「継続している」は過去最低の34.4％

・今年7月の売上高、「前年以上」は60.6％、「コロナ禍前以上」は50.0％

・直近1年間で「取引先が廃業」、37.5％の企業が経験

・「仕入先（外注先）の廃業」で46.4％の企業が新規先を開拓

・「販売先（得意先）の廃業」で51.7％が「売上減」、28.2％が「焦付発生」

・金融機関からの資金調達、中小企業の52.2％が「個人保証を提供」

・リースや商取引、中小企業の23.8％が「個人保証を提供」
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東京商工リサーチ

問合先：情報本部
電 話：03(6910)3155

新型コロナウイルス感染拡大の企業活動への影響について、「継続している」と回答した企業は34.4％で、

2020年8月以降では最低となった。しかし、今年7月の売上高が「コロナ禍前（2019年）以上」の企業は

50.0％と半数にとどまる。また、コロナ禍で取引先の廃業を37.5％の企業が経験し、このうち約3割の

企業では焦付も生じている。新型コロナの分類が「5類」に移行し、インバウンド需要も活性化してきたが、コロナ

禍以前の業績に戻すのは容易ではないようだ。

今回のアンケートでは、新型コロナ以外の経営環境についても聞いた。

経営者の年齢が年々上昇し、コロナ禍後の事業承継や円滑な廃業も注目されるが、直近1年間

で取引先が廃業した企業は37.5％に達した。「仕入先（外注先）の廃業」を経験した企業のうち、

46.4％は代替の新規取引先を開拓している。廃業企業との関係性にもよるが、仕入先（外注先）

の廃業は発注側の業務プロセスに影響を与え、取引に新たなコスト負担も生じる。4割近い企業

が取引先の廃業に直面しており、すでに本格的な「廃業時代」が到来している。企業のサプライ

チェーン維持に向けた取り組みは、緊急課題でもある。

また、「販売先（得意先）の廃業」を経験した企業のうち、51.7％が売上減に直面し、28.2％

で焦付が生じている。廃業は「販売機会の喪失」が大きいが、焦付が生じるケースも少なくない

ことがわかった。取引先管理は、倒産だけでなく廃業まで視野に入れることが必要になっている。
※ 本調査は8月1日～9日にインターネットによるアンケート調査を実施。有効回答5,940社を集計分析した。

※ 前回（第28回）調査は、2023年6月21日公表（調査期間:2023年6月1日～8日）。

※ 資本金1億円以上を大企業、1億円未満や個人企業等を中小企業と定義した。

◇ ◇ ◇

コロナ禍の「影響継続」は過去最低、販売先の廃業で51.7％が「売上減」
～ 2023年8月「経営環境に関するアンケート」調査 ～

「影響が継続している」は34.4％（5,940社中、

2,047社）だった。前回調査（6月）の36.4％より2.0

ポイント改善し、過去最低を更新した。「影響が出た

がすでに収束した」は39.2％（2,333社）だった。

規模別では、「影響が継続している」は、大企業が

30.2％（746社中、226社）、中小企業が35.0％

（5,194社中、1,821社）だった。前回は、それぞれ過

去最低の34.3％、36.7％だったが、いずれも更新した。

本設問を設定した2020年8月以来、「影響が継続」

は全企業、大企業、中小企業ともに過去最低となった。

Q1.新型コロナウイルスの発生は、企業活動に影響を及ぼしていますか？（択一回答）

「影響が継続」は34.4％、過去最低

影響が

継続している

2,047社

34.46%

影響が出たが

すでに収束した

2,333社 39.28%

現時点で

影響は出ていないが、

今後影響が出る

可能性がある

464社 7.81%

影響はない

1,096社

18.45%

（全企業5,940社）

影響が

継続している

226社 30.29%

影響が出たが

すでに収束した

351社 47.05%

現時点で

影響は出ていないが、

今後影響が出る

可能性がある

43社 5.76%

影響はない

126社 16.89%

（資本金1億円以上746社）

影響が

継続している

1,821社 35.06%

影響が出たが

すでに収束した

1,982社 38.16%

現時点で

影響は出ていないが、

今後影響が出る

可能性がある

421社 8.11%

影響はない

970社 18.68%

（資本金1億円未満5,194社）
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Q2.貴社の2023年7月の売上高は、前年同月（22年7月）を「100」とすると、どの程度でしたか？

6割超が前年以上の売上を確保

今年7月の売上高を聞いた。Q1で「影響が継続している」、「影響が出たがすでに収束した」

と回答した企業のうち、3,392社から回答を得た。

「100以上」は60.6％（2,056社）で、39.3％が前年割れ（減収）だった。前回（6月）は、そ

れぞれ62.1％、37.8％だった。

規模別の「減収企業率」は、大企業が33.3％（381社中、127社）、中小企業は40.1％（3,011

社中、1,209社）だった。前回はそれぞれ32.8％、38.5％。

業種別「売上半減率」（前年同月比50以下）、建設業がワースト

7月の売上高が前年同月と比べて半減（50以下）した企業を業種別で分析した（全企業、業種

45分類、回答母数10以上）。経済活動が回復に向かうなか、業績回復が遅れている業種だ。

「売上半減率」が最も高かったのは、「建設業」の6.1％（340社中、21社）だった。以下、

「金属製品製造業」の4.8％（144社中、7社）、「木材・木製品製造業」の4.7％（21社中、1

社）と続く。

7月の売上高（前年同月比） （）内は構成比

100以上 1,802社 (59.84%) 254社 (66.66%) 2,056社 (60.61%)

90～99 593社 (19.69%) 72社 (18.89%) 665社 (19.60%)

80～89 323社 (10.72%) 33社 (8.66%) 356社 (10.49%)

70～79 146社 (4.84%) 7社 (1.83%) 153社 (4.51%)

60～69 64社 (2.12%) 5社 (1.31%) 69社 (2.03%)

50～59 41社 (1.36%) 5社 (1.31%) 46社 (1.35%)

40～49 11社 (0.36%) 2社 (0.52%) 13社 (0.38%)

30～39 10社 (0.33%) 2社 (0.52%) 12社 (0.35%)

20～29 12社 (0.39%) 0社 (0.00%) 12社 (0.35%)

10～19 5社 (0.16%) 1社 (0.26%) 6社 (0.17%)

0～9 4社 (0.13%) 0社 (0.00%) 4社 (0.11%)

合計 3,011社 (100%) 381社 (100%) 3,392社 (100%)

中小企業 大企業 全企業

23年7月の売上高が前年比「半減」以下の業種（上位15業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 建設業 6.17% 21 340

2 金属製品製造業 4.86% 7 144

3 木材・木製品製造業 4.76% 1 21

4 情報サービス・制作業 4.65% 8 172

5 汎・生産・業務用機械器具製造業 4.24% 9 212

6 非鉄金属製造業 4.00% 1 25

7 その他の小売業 3.79% 3 79

8 学術研究，専門・技術サービス業 3.28% 5 152

9 輸送用機械器具製造業 3.22% 2 62

10 その他の製造業 2.94% 1 34

11 繊維工業 2.43% 1 41

12 機械器具卸売業 2.29% 6 261

13 他のサービス業 2.05% 4 195

14 建築材料， 鉱物・金属材料等卸売業 1.82% 4 219

15 不動産業 1.63% 1 61

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月
10

月

11

月

12

月
1月 2月 3月 5月 7月 9月

11

月
1月 3月 5月 7月 9月

11

月
1月 3月 5月 7月

20年 21年 22年 23年

大企業 64.7 66.6 79.4 83.3 77.8 79.8 79.1 79.2 65.6 70.7 65.4 67.3 66.0 54.3 30.0 32.3 35.8 33.4 35.1 32.8 28.7 37.4 25.3 31.5 34.3 31.5 32.8 33.3

中小企業 68.1 76.3 84.3 88.0 82.2 82.0 81.2 80.2 68.6 72.1 70.3 70.9 70.5 60.0 45.9 46.2 50.7 44.0 48.2 43.4 44.5 43.8 42.1 41.6 43.7 39.5 38.5 40.1

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

（％）

※2021年度より不定期実施

減収企業率推移
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Q3.貴社の2023年7月の売上高は、コロナ禍前の4年前（2019年）7月を「100」とすると、どの程

度でしたか？

企業規模で大きな差

コロナ禍前の2019年7月と比較した売上高を聞いた。Q1で「影響が継続している」、「影響が

出たがすでに収束した」と回答した企業のうち、3,248社から回答を得た。

「100以上」は50.0％（1,627社）で、49.9％が減収だった。規模別では、大企業の45.7％

（363社中、166社）、中小企業の50.4％（2,885社中、1,455社）がコロナ禍前の売上高を確保

できていない。企業規模によって格差が顕著だ。

売上高が半減以下となった「売上半減率」の業種別（全企業、業種45分類、回答母数10以

上）では、「教育,学習支援業」が18.1％（11社中、2社）で最も高かった。

Q2とQ3で売上高が「101」以上の業種、前年比は宿泊業と飲食業が8割以上

Q1で「影響が継続している」、「影響が出たがすでに収束した」と答えた企業のうち、Q2とQ3

で売上高「101」以上の回答をそれぞれ業種別（全企業、業種45分類、回答母数10以上）で分析

した。

Q2の前年7月との比較では、「宿泊業」が86.6％（15社中、13社）で最も高かった。また、

「飲食業」は80.0％（30社中、24社）で2業種が8割以上だった。

Q3のコロナ前との比較では、「農・林・漁・鉱業」の66.6％（18社中、12社）が最も高く、次

いで「物品賃貸業」の62.0％（29社中、18社）だった。

7月の売上高（2019年同月比） （）内は構成比

100以上 1,430社 (49.56%) 197社 (54.26%) 1,627社 (50.09%)

90～99 508社 (17.60%) 85社 (23.41%) 593社 (18.25%)

80～89 388社 (13.44%) 46社 (12.67%) 434社 (13.36%)

70～79 234社 (8.11%) 17社 (4.68%) 251社 (7.72%)

60～69 131社 (4.54%) 10社 (2.75%) 141社 (4.34%)

50～59 98社 (3.39%) 2社 (0.55%) 100社 (3.07%)

40～49 31社 (1.07%) 3社 (0.82%) 34社 (1.04%)

30～39 31社 (1.07%) 1社 (0.27%) 32社 (0.98%)

20～29 13社 (0.45%) 1社 (0.27%) 14社 (0.43%)

10～19 14社 (0.48%) 1社 (0.27%) 15社 (0.46%)

0～9 7社 (0.24%) 0社 (0.00%) 7社 (0.21%)

合計 2,885社 (100%) 363社 (100%) 3,248社 (100%)

中小企業 大企業 全企業

23年7月の売上高が19年比「半減」以下の業種（上位15業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 教育，学習支援業 18.18% 2 11

2 飲食業 13.79% 4 29

3 生活関連サービス業，娯楽業 12.24% 6 49

4 各種商品卸売業 9.52% 2 21

5 汎・生産・業務用機械器具製造業 9.17% 19 207

6 家具・装備品製造業 9.09% 2 22

6 織物・衣服・身の回り品小売業 9.09% 1 11

8 不動産業 8.92% 5 56

9 他のサービス業 8.60% 16 186

10 建設業 8.25% 27 327

11 学術研究，専門・技術サービス業 8.16% 12 147

12 その他の小売業 8.00% 6 75

13 情報サービス・制作業 7.87% 13 165

14 電気機械器具製造業 7.69% 10 130

15 輸送用機械器具製造業 6.66% 4 60

23年7月の売上高が前年比「増加」の業種（上位10業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 宿泊業 86.66% 13 15

2 飲食業 80.00% 24 30

3 飲食料品卸売業 74.77% 83 111

4 生活関連サービス業，娯楽業 72.91% 35 48

5 飲食料品小売業 72.72% 16 22

6 飲食料品製造業 67.69% 88 130

7 織物・衣服・身の回り品小売業 66.66% 8 12

8 農・林・漁・鉱業 64.70% 11 17

9 繊維・衣服等卸売業 57.14% 20 35

10 物品賃貸業 56.25% 18 32

23年7月の売上高が19年比「増加」の業種（上位10業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 農・林・漁・鉱業 66.66% 12 18

2 物品賃貸業 62.06% 18 29

3 飲食料品小売業 55.00% 11 20

4 飲食料品卸売業 52.83% 56 106

5 非鉄金属製造業 52.00% 13 25

6 飲食料品製造業 49.16% 59 120

7 情報サービス・制作業 48.48% 80 165

8 学術研究，専門・技術サービス業 47.61% 70 147

8 パルプ・紙・紙加工品製造業 47.61% 20 42

10 化学工業，石油製品製造業 46.42% 26 56
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Q4.直近１年間で取引先（仕入先・外注先、または販売先・得意先）の廃業はありましたか？廃

業は倒産（破産や民事再生、手形の不渡りなど）以外で事業を停止することを指します

（複数回答）

「廃業があった」は37.5％

「仕入先（外注先）の廃業があった」が23.2％（5,213社中、1,213社）、「販売先（得意

先）の廃業があった」が22.4％（1,171社）だった。取引先（仕入先・販売先の一方または両

方）に廃業があった企業は37.5％（1,955社）にのぼる。

取引先に廃業があった企業の業種別（全企業、業種中分類、回答母数10以上）で分析すると、

最も多かったのは「織物・衣服・身の回り品小売業」と百貨店やミニスーパー（食料品メイン

は除く）などの「各種商品小売業」の70.0％（ともに10社中、7社）だった。

Q5.Q4で「仕入先（外注先）の廃業があった」と回答した方に伺います。廃業は貴社にどのよう

な影響を与えましたか？直近１年間で廃業が複数あった場合には、一番影響が大きかったケース

でご回答ください（複数回答）

「既存先への発注増」が52.1％

仕入先（外注先）が廃業した際の対応を

聞いた。Q4で「仕入先（外注先）の廃業が

あった」と回答した企業のうち、1,171社か

ら回答を得た。

最多は「既存取引先への発注量を増やし

た」の52.1％（611社）だった。次いで、

「代替先としてこれまで取引がない企業へ

発注した」の46.4％（544社）だった。

規模別でみると、「既存取引先への発注

量を増やした」は、大企業で69.7％（139社

中、97社）だったのに対して、中小企業で

は49.8％（1,032社中、514社）だった。

また、「廃業した企業が関わっていた商

品、サービスの提供を中止した」は、大企

業が4.3％（6社）なのに対して、中小企業

は9.4％（98社）にのぼった。

多様な取引網を構築している大企業の方

が仕入先（外注先）が廃業した際に柔軟に

対応できるようだ。

1,213社

1,171社

3,258社

143社

139社

356社

1,070社

1,032社

2,902社

仕入先（外注先）の

廃業があった

販売先（得意先）の

廃業があった

仕入先（外注先）・

販売先（得意先）の

廃業はなかった

0社 1,000社 2,000社 3,000社

（全企業5,213社）

（大企業582社）

（中小企業4,631社）

「取引先の廃業があった」業種別（上位10業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 織物・衣服・身の回り品小売業 70.00% 7 10

1 各種商品小売業 70.00% 7 10

3 繊維・衣服等卸売業 60.00% 27 45

4 パルプ・紙・紙加工品製造業 59.25% 32 54

5 その他の生活関連サービス業 59.09% 13 22

6 物品賃貸業 58.73% 37 63

7 政治・経済・文化団体 57.57% 19 33

8 洗濯・理容・美容・浴場業 57.14% 8 14

9 その他の卸売業 57.00% 118 207

10 飲食料品卸売業 56.93% 78 137

544社

611社

238社

45社

104社

23社

58社

97社

23社

3社

6社

2社

486社

514社

215社

42社

98社

21社

代替先としてこれまで

取引がない企業へ発注した

既存取引先への発注量を増やした

自社で対応できる環境を構築した

廃業した企業の従業員を雇用した

廃業した企業が関わっていた商品、

サービスの提供を中止した

その他

0社 200社 400社 600社

（全企業1,171社）

（大企業139社）

（中小企業1,032社）
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Q6.Q4で「販売先（得意先）の廃業があった」と回答した方に伺います。廃業は貴社にどのよう

な影響を与えましたか？直近１年間で廃業が複数あった場合には、一番影響が大きかったケース

でご回答ください（複数回答）

「売上減少」が5割超

販売先（得意先）が廃業した際の対応を聞いた。

Q4で「販売先（得意先）の廃業があった」と回答し

た企業のうち、1,040社から回答を得た。

最多は「売上高が減少した」の51.7％（538社）

だった。また、「貸し倒れ（焦付）が発生した」は

28.2％（294社）にのぼった。倒産ではなく廃業で

も焦付リスクがあることが浮き彫りになった。

規模別でみると、「売上高が減少した」は大企業

で34.6％（124社中、43社）、中小企業で54.0％

（916社中、495社）だった。販売先（得意先）企業

数が相対的に少ない中小企業にとって取引先の廃業

は死活問題になりかねない。

また、「貸し倒れ（焦付）が発生した」は大企業

で37.9％（47社）だったのに対し、中小企業では

26.9％（247社）だった。大企業では少額債権の管

理に改善の余地がありそうだ。

294社

538社

28社

114社

156社

90社

47社

43社

2社

9社

23社

11社

247社

495社

26社

105社

133社

79社

貸し倒れ（焦付）が

発生した

売上高が減少した

廃業した企業の

従業員を雇用した

廃業した企業の

顧客を引き継いだ

廃業した企業へ

販売していた商品、

サービスの

取り扱いをやめた

その他

0社 200社 400社 600社

（全企業1,040社）

（大企業124社）

（中小企業916社）

Q7.貴社では金融機関からの資金調達の際に個人保証を提供していますか？（択一回答）

中小企業の52.2％が個人保証を提供

金融機関から資金調達している企業のうち

3,821社から回答を得た。「提供している」は

48.3％（1,846社）だった。規模別でみると、

中小企業では52.2％（3,463社中、1,808社）に

達した。

「提供している」と回答した企業が多かった

業種（全企業、中分類、回答母数10以上）の最

多は、「家具・装備品製造業」の72.0％（25社

中、18社）だった。

一方、「提供していない」と回答した企業の

業種（同）では、「協同組合」の79.1％（24社

中、19社）が最も多く、次いで「倉庫業」の

75.0％（24社中、18社）だった。

「個人保証を提供している」業種別 （上位15業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 家具・装備品製造業 72.00% 18 25

2 自動車整備業 69.23% 18 26

2 その他の教育，学習支援業 69.23% 9 13

4 その他の生活関連サービス業 66.66% 10 15

4 道路旅客運送業 66.66% 8 12

「個人保証を提供していない」業種別 （上位15業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 協同組合 79.16% 19 24

2 倉庫業 75.00% 18 24

3 物品賃貸業 73.91% 34 46

4 鉄鋼業 73.33% 22 30

5 木材・木製品製造業 72.00% 18 25

借入があり、

個人保証を

提供している

1,846社

48.31%

借入はあるが、

個人保証を提供

していない

1,975社 51.69%

（全企業3,821社）

借入があり、

個人保証を

提供している

38社 10.61%

借入はあるが、

個人保証を提供

していない

320社 89.39%

（資本金1億円以上358社）

借入があり、

個人保証を

提供している

1,808社

52.21%

借入はあるが、

個人保証を提供

していない

1,655社 47.79%

（資本金1億円未満3,463社）
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Q8.貴社では金融機関からの資金調達以外で個人保証を提供していますか？（複数回答）

「提供している」、21.7％

「リース取引（契約）で提供」は16.7％（4,906社中、820社）、「仕入取引で提供」は6.0％

（298社）だった。これらを含めて、金融機関の資金調達以外で個人保証を提供してる割合は

21.7％（1,067社）だった。規模別では、大企業が4.1％（533社中、22社）、中小企業が23.8％

（4,373社中、1,045社）だった。

「提供している」と回答した企業が多かった業種（全企業、中分類、回答母数10以上）の最

多は、「飲食店」の52.1％（23社中、12社）だった。

一方、いずれも「提供していない」と回答した企業の業種（同）では、「学術・開発研究機

関」と「保険業」の2業種が100.0％（ともに10社中、10社）に達した。

820社

298社

39社

54社

3,839社

14社

7社

2社

2社

511社

806社

291社

37社

52社

3,328社

リース取引（契約）で

個人保証を提供している

仕入取引で

個人保証を提供している

外注取引で

個人保証を提供している

上記以外の取引で

個人保証を提供している

個人保証は提供していない

0社 1,000社 2,000社 3,000社 4,000社

（全企業4,906社）

（大企業533社）

（中小企業4,373社）

「個人保証を提供している」業種（上位5業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 飲食店 52.17% 12 23

2 その他の教育，学習支援業 46.15% 6 13

3 農業 44.44% 8 18

4 社会保険・社会福祉・介護事業 40.00% 10 25

5 自動車整備業 36.66% 11 30

「個人保証を提供していない」業種（上位5業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 学術・開発研究機関 100.00% 10 10

1 保険業 100.00% 10 10

3 政治・経済・文化団体 97.43% 38 39

4 倉庫業 96.29% 26 27

5 機械等修理業 95.23% 20 21

◇ ◇ ◇

コロナ禍の影響について、「継続している」と回答した企業は34.4％にとどまり、調査を開

始して以来、最低となった。ただ、今年7月の売上高が「コロナ禍前（2019年）以上」を確保し

た企業は50.0％だった。コロナ禍前と比べて、原材料価格や光熱費、人件費など多くのコスト

が上昇しており、以前の売上高を確保できない場合、生産性や付加価値の創出力が向上してい

ないと赤字に転落（または赤字幅が拡大）する恐れがある。コロナ禍での手厚い資金繰り支援

は大幅に縮小され、緩和的だった金融機関・取引先の与信スタンス、税金や社会保険料の徴収

は厳格化しつつある。コロナ禍前の売上高を確保することが容易ではないことが明らかになっ

たことで、稼ぐ力の改善や過剰債務への抜本対応がより一層重要になりそうだ。

経産省と金融庁、各金融機関は「経営者保証改革プログラム」（2022年12月公表）の取り組

みを推進しているが、半数の企業が金融機関からの資金調達に際して個人保証を提供している

ことがわかった。提供している企業を細かくみると「家具・装備品製造業」や「自動車整備

業」などの設備・在庫負担が重くなりがちな業種のほか、「その他の教育,学習支援業」のよう

な多額の有形固定資産を持たないことが多い業種が目立つ。担保・保証に必要以上に依存しな

い融資の定着は道半ばだ。

また、リース取引（契約）や仕入・外注取引など金融機関からの資金調達以外で個人保証を

提供している企業は21.7％に達した。個人保証の解除は、起業マインドの醸成や思い切った事

業展開、円滑な廃業などを念頭にしているが、これらは資金調達時の保証解除だけでは達成で

きない。近年枠組みが拡大されている準則型私的整理で抜本再生時の俎上にのぼることも想定

される。個人保証の契約形態は多岐にわたるが、論点整理も必要な時期に差し掛かっている。

一方で、個人保証は債権保全や経営の規律付けの面で有効との声も多い。解除や保証を提供

しない慣習の定着には、企業側も信頼されるためのより一層の努力が欠かせない。


